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障害者の権利に関する条約
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2022年10月10日
オリジナル英語



障害者権利委員会
		中国の第2・3回定期報告に対する総括所見[footnoteRef:1]* [1: 	*委員会第27会期（2022年8月15日～9月9日）で採択。] 

	I.	はじめに
1.	委員会は、2022年8月17、18、19日に開催された第587、589、591回会合[footnoteRef:2]において、香港、マカオを含む中国の第2、3回定期報告[footnoteRef:3]を合わせて検討した。2022年9月1日に開催された第610回会合で、以下の総括所見を採択した。 [2: 	 CRPD/C/SR.587、CRPD/C/SR.589、CRPD/C/SR.591 参照。]  [3: 		CRPD/C/CHN/2-3、CRPD/C/CHN-HKG/2-3、CRPD/C/CHN-HKG/2-3/Corr.1、CRPD/C/CHN-MAC/2-3。] 

2.	委員会は、委員会の報告ガイドラインに従って作成された、香港、マカオを含む中国の第2および第3回報告を歓迎し、締約国に対し、委員会が作成した事前質問事項[footnoteRef:4]への書面回答[footnoteRef:5]に感謝する。 [4: 		CRPD/C/CHN/Q/2-3、CRPD/C/CHN-HKG/Q/2-3、CRPD/C/CHN-MAC/Q/2-3。]  [5: 		CRPD/C/CHN/RQ/2-3、CRPD/C/CHN-HKG/RQ/2-3、CRPD/C/CHN-MAC/RQ/2-3。] 

3.	委員会は、締約国の代表団と行われた建設的な対話に感謝する。委員会は、政府省庁のメンバーおよび障害のある専門家を含むハイレベルの代表団について、締約国を称賛する。また、委員会に提供された追加的な書面による情報を了解した。
	II.肯定的な側面
[bookmark: _Hlk116025264]4.	委員会は、2012年の前回の総括所見以降、条約を実施するために締約国がとった措置を歓迎し、特に障害のある人の権利を促進するためにとられた以下の措置を歓迎する ：
	(a)	障害者雇用促進3カ年行動計画（2022-2024年）の採択；
	(b)	2022年2月5日、「盲人、視覚障害者その他の印刷物の利用に障害のある人の出版物へのアクセスを促進するためのマラケシュ条約」の批准；
	(c)	第2次全国手話言語・点字標準化行動計画（2021-2025年）の採択；
	(d)	障害のある人の保護と発展のための3つの国家5ヵ年計画の採択：すなわち、第12次5ヵ年計画（2011-2015年）における中国における障害のある人の発展のための要綱；第13次5ヵ年計画（2016-2020年）における障害のある人に適度な繁栄をもたらすプロセスの加速に関する指導文書；第14次5ヵ年計画（2021-2025年）における公的な意思決定と監視プロセスへの障害のある人の代表組織を通じての効果的な参加のための規定；
	(e)	国務院が2017年に発表した、第13次5カ年計画（2016-2020年）期間中の基本的公共サービスの均等化の促進に関する指導文書を採択し、特別章において障害のある人のための基本的公共サービスを強調し、計画期間中に障害のある人のための基本的公共サービスに関して実施すべき重要な任務と実施すべき保障措置を打ち出したこと。

	III.	主な懸念事項と勧告 
	A.	一般原則と義務（第1～4条）
[bookmark: _Hlk111303556]5.	委員会は、締約国に対し、条約の選択議定書を遅滞なく批准するよう勧告する。
6.	委員会は、障害関連の法律と政策がまだ条約に完全に沿ったものとなっておらず、障害の人権モデルがすべての政策と法律で一貫して採用されていないことに懸念をもって留意する。
7.	委員会は、条約の実施と監視における、障害のある子どもを含む障害のある人の代表組織を通じた参加に関する一般的意見第7号（2018年）を想起し、締約国に対し、条約の趣旨と原則に沿い、障害のある女性と子どもを含むすべての障害のある人を対象とする、すべての専門的・法的分野における統一的な障害概念を採用するよう勧告する；
8.	委員会は次のことを懸念している：
	(a)	この条約を実施するための法律および政策の策定、ならびに障害のある人に影響を与えるその他の意思決定プロセスにおいて、障害のある人がその代表組織を通じて行うことができる権利擁護および活動に関する法的枠組みがないこと；
	(b)	障害のある人の権利擁護活動を行う市民社会組織への報復や継続的圧力に関する報告の存在。
9.　委員会は、一般的意見第7号（2018年）を想起し、締約国に対し、以下を促す：
	(a)	あらゆるレベルの政府当局および意思決定において、障害のある女性および子どもを含む障害者団体の全面的な参加を得て、協議のための明確な手続きを確立するとともに、公的機関からの独立性を保護し、条約と持続可能な開発目標の実施を目的とする法律および政策の設計、報告および監視への参加を保護するための措置を採用することにより、公的な意思決定プロセスにおける障害のある人を代表する団体を通じた障害のある人の効果的な参加のためのメカニズムを強化する；
	(b)	人権擁護者としての市民社会組織の役割を認識し、障害のある人の権利を促進する個人および組織に対するいかなる報復も禁止し、市民社会スペース（civic space）を保護する措置をとること。
10.　委員会は、中国、特に新疆ウイグル自治区とチベット自治区における障害のある人の人権状況について、独立した評価が行われていないことを懸念している。
11.	委員会は、締約国に対し、人権理事会の特別手続きへの招待状を発行し、国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）に協力することを含め、中国、特に新疆ウィグル自治区とチベット自治区における障害のある人の人権状況の独立した評価の実施を約束するよう勧告する。 
	B.	具体的な権利（第5～30条）
		平等と非差別（第5条）
12.	委員会は次のことに懸念を抱いている： 
	(a)	締約国は、具体的かつ包括的な反差別法を制定し、民事、行政、刑事手続において適切かつ効果的な法的救済および制裁を提供することを可能にする障害のある人に対する差別の法的定義を政策および立法に主流化するための措置をまだ講じていない；
	(b)	法律や政策において、特に障害のある女性に対するジェンダーに基づく差別に関して、障害のある人に対する差別の複合的かつ交差的な形態が認識されていない；
	(c)	障害のある人に対する差別の一形態としての合理的配慮の否定は、教育、雇用、交通などの分野の法規制に限定されており、その実施に関する指針や効果的な法的救済が伴っていない。 
13.	委員会は、平等と非差別に関する一般的意見第6号（2018年）および持続可能な開発目標のターゲット10.2および10.3に沿って、締約国に勧告する： 
	(a)	包括的な差別禁止法を採択し、間接差別、ハラスメント、合理的配慮の拒否、複合的・交差的差別など、障害を理由とするあらゆる差別に対する平等かつ効果的な法的保護を確保する；
	(b)	すべての関連する法律および方針に合理的配慮の規定を盛り込み、その実施に関する手続きおよび基準を採用する。これには、そのような配慮を要求する申請者と配慮について交渉する義務や、提訴および救済へのアクセスも含まれる。
		障害のある女性（第6条）
14.	委員会は、障害に特化した協議機関やメカニズム以外も含め、公的・政治的生活における意思決定プロセスへの障害女性とその代表組織の参加が不十分であることを懸念をもって指摘する。
15.	委員会は、障害のある女性と少女に関する一般的意見第3号（2016年）および持続可能な開発目標のターゲット5.1、5.2および5.5を想起し、締約国に勧告する：
	(a)	障害のある女性および少女の団体と協力し、特に、ジェンダー平等および家庭内暴力、強制結婚、人身売買を含む女性および少女に対するジェンダーに基づく暴力に関する政策の策定に、安全な環境における、公的意思決定のあらゆるプロセスへの彼女たちの直接参加を確保する；
	(b)	持続可能な開発目標を達成するための努力の監視と報告を含め、法律と政策の起草、開発、実施のプロセスおよび監視の枠組みへの完全かつ効果的な参加を可能にするために、障害のある女性の組織のために特別な資金を割り当てる。
16.	委員会は、締約国がデータ収集および分析のプロセスにおいてジェンダーへの配慮が組み込まれておらず、その結果、特に障害のある女性および少女に対するジェンダーに基づく暴力、障害のある女性および少女による生殖医療へのアクセス、農村部に住む障害のある女性および少女、少数民族に属する障害のある女性および少女に関して、分類された最近のデータが存在しないことに懸念をもって留意する。
17.	委員会は、締約国に対し、第6条と持続可能な開発のための2030アジェンダおよびその他の国際的枠組みを実施するための政策を開発する観点から、障害のある女性に関連するすべての分野において、障害のある女性の団体と協議の上、障害のある女性の状況に関するデータを体系的に収集・分析することにより、複合的・交差的差別と闘うよう勧告する。
		障害のある子ども（第7条）
18.	委員会は、障害のある子ども、特に農村部や少数民族の子どもを、彼らの生活に影響を与えるあらゆる事柄に確実に関与させるための戦略が欠如していることを懸念している。
19.	障害のある子どもの権利に関する子どもの権利委員会との共同声明（2022年）を参照し、委員会は、締約国に対し、包括的で、子どもにやさしく、透明性があり、表現と思想の自由に対する子どもの権利を尊重した条約実施のための協議プロセスへの障害のある子どもの参加を確保するための戦略を策定するよう勧告する。
		意識の向上（第8条）
20. 	委員会は、障害の医学モデルの持続と、障害のある人を独立した自律的な権利保持者として認識することを促進するための啓発措置が不足していることから、それらが障害のある人に対する汚名、差別的言葉、家庭内暴力などの有害な態度や行動につながっていることを懸念する。
21.	委員会は、締約国に対し、障害のある人と緊密に協議し、障害のある人の積極的関与により、次のことを行うよう勧告する：
	(a)　農村部を含むすべての障害のある人の間で、条約に基づく権利についての認識を高め、その権利を保護するためにとられた措置に関する情報を提供するため、国家戦略を採択する； 
	(b)　政策立案者、司法、法執行官、メディア、教育者、障害のある人とともに、また障害のある人のために働く専門職、一般市民、障害のある子どもの家族を対象に、障害のある人の権利および障害の人権モデルに関する研修を含む包括的な啓発プログラムを実施する。
[bookmark: _Hlk166434258]		アクセシビリティ（第9条）
22.	委員会は、国がバリアフリー環境の建設に関する法律の採択を準備していることに留意する。委員会は、障害者団体が、公共交通機関、建物および施設、新築および既存の住宅、公共スペース、サービス、建設、情報、通信およびデジタルアクセス、ならびにすべての地方および都市部において一般に開放された緑地を含む自然環境など、すべての領域にわたってユニバーサルデザイン基準を組み込むための包括的なアクセシビリティ戦略の策定に十分に関与していないことを懸念する。
23.	アクセシビリティに関する一般的意見第2号（2014年）を想起し、委員会は締約国に勧告する：
[bookmark: _Hlk166434318]	(a)　包括的で法的拘束力のあるアクセシビリティ基準を確立するため、バリアフリー環境の建設に関する法律を採択する前に、さまざまな機能障害のある人やその代表団体と協議するよう努める；
	(b)	条約（第4条(1)(f)）が要求するように、バリアフリー環境の建設に関する法律がユニバーサルデザインの原則を取り入れ、それに基づいていることを確認する；
	(c)	バリアフリー環境の建設に関する規則（2012年）に従い、全国の道路、公共建築物、公共交通施設、住宅建築物、住宅地のアクセシビリティの評価に障害者団体の参加を求める。
[bookmark: _Toc422212716]		生命の権利（第10条） 
24.	委員会は、障害のある人、特に障害のある子どもの生命を脅かすネグレクト、遺棄、飢餓を防止するための措置がとられていないこと、また本人の同意なしに医療処置が終了または撤回された事例が報告されていることを懸念する。
25.	委員会は、締約国に対し、生命に対する権利が脅かされている障害のある人を迅速に評価し、救済措置を提供するよう勧告する。また、医療行為を終了または撤回するための要件として、本人の同意が求められることを確実にするための手続きについて、医療従事者の研修を行うことを勧告する。
		危険な状況および人道的緊急事態（第11条） 
26.	委員会は、災害リスク軽減計画や危険な状況および人道的緊急事態において障害のある人を保護するための戦略の中に障害のある人の特定のニーズが含まれていないこと、また、コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックとその影響に対処するための意思決定プロセスや復旧期間中も含め、そのような計画や戦略の策定に障害のある人を参加させるための措置が不十分であることに懸念をもって留意する。
27.	委員会は、締約国に対し、OHCHRが発行したCOVID-19と障害のある人の権利に関するガイダンスと、COVID-19に対する障害のある人を包摂する対応に関する国連政策概要に導かれ、仙台防災枠組2015-2030とパリ協定に沿い、障害のある人の代表組織の積極的な参加を得て、次のことを行うことを勧告する：
	(a)	障害のある人に対する緊急支援を優先的に提供し、代替的な通信手段や情報を通じた緊急情報や警報信号へのアクセスを含め、危険な状況や人道的緊急事態におけるすべての障害のある人の要求に対応する取り組みを強化する；
	(b)	障害のある人が施設にいるか自立して生活しているかにかかわらず、COVID-19の対応と復興計画において障害を主流化し、その際特に一般の医療システムへの平等なアクセスの確保に重点を置く。また、社会的孤立の増大を含むパンデミックの影響から障害のある人を保護する；
	(c)	COVID-19の大流行とその影響に対処するための措置、および復興期にとられる措置を含め、障害のある人に関係するすべての措置への障害のある人の平等な参加を確保すること。
[bookmark: _Hlk166434349]		法の下の平等な承認（第12条）
28.	委員会は、代理による意思決定制度の存続を懸念している。これは、成人が「本人の行為を弁識する能力の欠如」に基づいて法的な行為能力を否定されたり制限されたりすることを認める、民法（2017年）の差別的規定（第21～24条、第28～31条）を廃止する措置がとられていないためである。
29.	委員会は、締約国に対し、条約第12条および法の下の平等な承認に関する委員会の一般的意見第1号（2014年）に沿って勧告する：
[bookmark: _Hlk166434381]	(a)	代理意思決定制度の差別的性質を認識し、機能障害を理由とする障害のある人の法的能力の制限を認めるすべての規定を廃止する；
	(b) 機能障害（の種類と程度）にかかわらず、すべての障害のある人の法的能力を完全に回復するためのメカニズムを採択する；
	(c) 障害のある人およびその代表組織と緊密に協議し、その積極的な参加を得て、障害のある人の意思、選好および個人の選択を尊重する、全国的に一貫した支援付き意思決定の枠組みを開発し、実施する。
		司法へのアクセス（第13条）
30.	委員会は、障害のある人、特に知的障害のある人、精神（psychosocial）障害のある人および聴覚障害のある人が、手続き的配慮の欠如、法的手続きの文脈におけるアクセシブルな情報およびコミュニケーションの欠如、および建物のアクセシビリテイの欠如のために、司法制度において直面する障壁に懸念をもって留意する。
31.	委員会は、2020年に発表された障害のある人の司法アクセスに関する国際原則とガイドライン、および持続可能な開発目標のターゲット16.3を想起し、締約国に勧告する： 
	(a)　2014年に発表された、人民法院における訴訟サービスセンターの建設を全面的に推進することに関する最高人民法院の指導意見を実施し、聴覚障害のある非識字者に合理的配慮を図り、点字やわかりやすい版（Easy Read）による文書の提供、音声・映像のテキスト変換、裁判所における自然手話言語の通訳など、申請者と配慮に関する交渉を行うなど、障害のある人の司法アクセスを確保する；
	(b)	裁判官、その他の司法関係者、行政専門職、その他の関係政府職員に対し、条約の規定と障害に関する人権モデル、および国内法におけるその実施に関する専門能力開発プログラムを強化する。
[bookmark: _Hlk166434409]		身体の自由と安全（第14条）
32.	委員会は、家族の責任を理由に、また「重度の精神異常」などの医学的評価や診断を理由に、精神障害のある人の恣意的な自由の剥奪、強制的な施設収容、および同意のない精神科治療を認める、2012年の精神衛生法の差別的な規定に懸念をもって留意する。委員会はさらに、ウイグル人やその他のイスラム系少数民族の障害のある人が、その安全を確保し、障害に関連するすべてのニーズを満たすための支援を受けることなく、職業教育訓練センターに拘禁されているという報告を懸念している。
[bookmark: _Hlk166434435]33.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a) 2015年に採択された障害のある人の自由と安全に対する権利に関する委員会のガイドライン[footnoteRef:6]に留意し、実際の機能障害またはあると思われた機能障害を理由に、障害のある成人および子どもの自由の剥奪を認める規定および慣行を廃止する；  [6: 		A/72/55, annex.] 

	(b) 精神障害や危険性を理由に、強制的な治療や自由の剥奪を正当化する差別的な法的規定をすべて改正し、廃止する。また、いかなる治療も、常に本人の自由意思によるインフォームドコンセントに基づくものとすることを確保する；
	(c)　職業教育訓練センターで自由を奪われているウイグル人およびその他のイスラム系少数民族の障害のある人を釈放するための迅速な行動をとり、また、いまだ拘禁されている障害のある人のすべての障害関連のニーズが満たされることを直ちに確保すること。 
		拷問または残虐な、非人道的な、もしくは品位を傷つける取扱いもしくは刑罰からの自由（第15条）
34.	委員会は、刑務所、入所施設および精神科施設における強制的な医療処置および治療、化学的、身体的および機械的拘束、ならびに隔離および独房の使用について懸念をもって留意する。さらに、施設における障害のある人に対する強制的措置の使用、特に知的障害のある人および精神障害のある人への手かせ足かせの使用を訴えるさまざまな報告があることを懸念する。
35.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	障害のある人のインフォームド・コンセントなしに医療実験を行うことを禁止する2012年の精神保健法の規定を実施し、入所施設および精神科施設における障害のある人に対するあらゆる形態の拷問または残虐な、非人道的なもしくは品位を傷つける取り扱いもしくは刑罰をさらに防止し、アクセシブルな苦情解決手続の確立を含め、被害者の司法および補償へのアクセスを確保する；
	(b)	あらゆる状況における体罰の使用を、法律上も実際上も明確に禁止する。
		搾取、暴力、虐待からの自由（第16条）
36.	委員会は懸念している：
	(a)　障害のある人に対する暴力や虐待、特に家庭内暴力、人身売買、強制結婚の被害者となった障害のある女性や少女に関する報告があること；
(b) すべての障害のある人に対する搾取、暴力、虐待の出現率、特に家庭内暴力、人身売買、強制結婚の被害者となった障害のある女性や少女に対する搾取、暴力、虐待の出現率に関する厳密な証拠や包括的なデータが欠如していること；
	(c) 暴力被害者、特に障害のある女性や少女の補償、リハビリテーション、社会復帰などの救済のための効果的な措置がないこと。
37.	委員会は、締約国に対し、障害のある人の搾取、暴力および虐待を防止するために必要なすべての措置を講じるよう勧告する：
	(a)	中国の第 7 回および第 8 回定期報告書の審議後の女性差別撤廃委員会による勧告[footnoteRef:7]に従い、家庭内暴力、人身売買および強制結婚の被害者となった障害のある女性および少女を含む、障害のある人への搾取、暴力および虐待の場所および出現率に関する分類されたデータを体系的に監視し、収集する； [7: 	CEDAW/C/CHN/CO/7-8	参照。] 

	(b)	障害のある人に対するあらゆる形態の暴力を防止し、それと闘うための対策を強化する；
	(c)	すべての障害のある人が、暴力を通報するための秘密のメカニズムにアクセスできること、搾取、暴力および虐待の報告が速やかに調査されること、加害者が訴追され処罰されること、および虐待の被害者が、アクセシブルなシェルター、性別および年齢に配慮した身体的および心理的回復支援、リハビリテーションを含む、救済および適切な補償などの適切な是正がなされることを確保する；
	(d)	障害の視点を取り入れ、ジェンダーに基づく暴力の特定のリスクと障害のある女性と少女が直面する保護への障壁に対処し、女性の権利と利益の保護に関する法律を改正すること。
		個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
38.	委員会は、強制入院と医療介入に関する自由意思に基づくインフォームド・コンセントの法的例外について懸念している。
39.	委員会は、締約国に対し、入院を含む医療介入に対するすべての障害のある人の自由意思に基づくインフォームド・コンセントの要件に対する法的例外を撤廃し、すべての障害のある人に関する自由意思に基づくインフォームド・コンセントの要件の遵守を確保するよう勧告する。
		自立した生活と地域社会への包摂（第19条）
40.	委員会は懸念している：
	(a) 知的障害のある人、精神障害のある人、自閉症者を含む、障害のある成人と子どもの施設収容；
	(b) 障害のある人のための地域支援サービスの開発、手厚い支援を要する障害のある人への技術的・財政的資源の割り当てなど、障害のある人が地域社会で自立して生活する権利を認める戦略がないこと。
41.	委員会は、自立して生活し、地域社会に包摂されることに関する一般的意見第5号（2017年）および2022年に採択された緊急時を含む脱施設化ガイドラインを想起し、締約国に対し、ハンセン病コロニーまたは村落を含むすべての障害のある人の施設収容を優先事項として廃止するための行動計画を、障害のある女性を含む障害のある人の団体と密接に協議し、施設間移動を防止するための措置、具体的な時間枠、人的、技術的、財政的資源、および実施と独立した監視の明確な責任をもって策定するよう勧告する。
		表現と意見の自由、情報へのアクセス（第21条）
42.	委員会は、障害のある人、特に視覚障害のある人にとって、メディアおよび情報通信技術サービスへのアクセスの欠如を懸念をもって観察する。 
43.	委員会は、締約国がウェブ・アクセシビリティ・ガイドライン2.1に導かれ、適切な措置を講じることを勧告する：
	(a) 憲法レベルで中国手話を承認し、生活のあらゆる分野で手話言語（中国手話および自然手話言語）へのアクセスと使用を促進する；有資格の手話言語通訳者が使えるようにする；とくに学校と大学においてろう者コミュニテイとの密接な協議と関与を確保する；
	(b) 点字、盲ろう者向け通訳、手話言語、わかりやすい版、平易な言語、音声説明、映像の文字変換、字幕、触覚、補強・代替コミュニケーションなど、アクセシブルなコミュニケーション様式の開発、促進、利用のために十分な資金を割り当てる。
44.	委員会は、障害のある人の権利に関する権利擁護活動に関して、人権擁護者や市民社会組織に対する圧力や検閲が続いているという報告や、特に国連への協力のために、彼らに対する報復が行われているという報告を深く憂慮する。
45.	委員会は、締約国に対し、国連との協力を含め、障害のある人が情報や考えを求め、受け取り、伝える自由を含む、表現と意見の自由に対する権利を享受できることを確保するために必要なすべての措置をとるよう求める。
		プライバシーの尊重（第22条）
46.	委員会は、「精神異常」（mental disorders）者の登録制度に関する情報を含め、障害のある人をプライバシーに対する恣意的または不法な干渉から保護し、障害のある人の個人データおよび記録のプライバシーを恣意的または不法な干渉から保護するためにとられた措置、およびプライバシーの権利が侵害された場合に利用可能な救済措置について、提供された情報が不十分であることを懸念する。 
47.	委員会は、締約国に対し、障害のある人の個人データのプライバシーが、提訴権および救済へのアクセスを含め、締約国全体のデータ保護法によって包括的に保護されることを確保するよう勧告する。
		家庭と家族の尊重（第23条）
48.	委員会は懸念している：
	(a)	障害のある親が親としての責任を果たすことを支援し、親の障害や子どもの障害を理由に子どもが親から引き離されることを防止し、施設入所ではなく、より広い家族や代替家族によって代替ケアが提供されるようにするための措置が欠如している； 
	(b)	障害のある人のいる家族、特に自閉症児やより高度な支援を必要とする子どもを持つ家族にとって、特に地方では、在宅サービスや地域密着型サービスが不足している。
49.	委員会は、障害のある子どもの権利に関する子どもの権利委員会との共同声明を想起し、締約国に勧告する： 
	(a)	国の人口開発計画（2016～2030年）の規定を実施し、学習障害のある子どもの家庭教育支援サービスを強化するため、障害のある人の家族への支援を強化することを優先し、定期的かつ専門的な家族支援と障害のある子どもに必要な紹介サービス（referral services）を提供し、子どもの第一の保護者としての親の責任を強化する；
	(b)	締約国の領土全域にわたり、障害のある家族のための家庭内サービスおよび地域密着型サービスのアクセシビリテイおよび利用可能性を確保する；
	(c)	障害のある親に具体的な支援サービスを提供し、子どもまたは両親の一方または両方の障害を理由に子どもを両親から引き離すことを禁止し、施設入所でなく、拡大家族内または代替家族内でのみ代替ケアが提供されるようにする。
[bookmark: _Hlk166434487]		教育（第24条）
50.	委員会は懸念を持って次のことを指摘する：
	(a)	分離された教育環境にいる子どもの数は依然として多く、特に農村部では手話言語通訳、合理的配慮、およびインクルーシブ教育の専門資格を持つ教師の不足など、インクルーシブ教育を支援するための資源が主流校で不足している；
	(b)	2017年に改正された障害者教育に関する規則では、障害のある子どもは、障害者教育に関する準政府の専門家委員会によって評価され、身体的な状態や、教育を受ける「能力」、そして主流の学校に適応する「能力」に応じて学校に配置されることが義務付けられている。
51.	インクルーシブ教育を受ける権利に関する一般的意見第4号（2016年）および持続可能な開発目標のターゲット4.5および4.aを想起し、委員会は締約国に勧告する： 
	(a)	インクルーシブ教育に対する強制力のある権利を含む法律を導入し、知的障害のある子どもおよび精神障害のある子どもを含むすべての障害のある子どものための質の高いインクルーシブ教育を実施するための包括的な行動計画を策定する；またこの計画には、具体的な目標、時間枠と予算、特別学校からの資源の移転、およびインクルーシブ教育のカリキュラムが含まれる。
[bookmark: _Hlk166434519]	(b)	障害児教育に関するすべての差別的な規定を撤廃することを目的として、障害者教育規則を改定し、障害のある子どもが機能障害を理由に一般教育制度から排除されることがないよう、質の高いインクルーシブ教育を明確に規定する。
		健康（第25条）
52.	委員会は、委員会の前回の総括所見と勧告[footnoteRef:8]、特に個人の自律性、選択、尊厳およびプライバシーが尊重されることを確保するためにとられた措置を実施するために提供された情報が不足していることを遺憾に思う。さらに、性と生殖の保健サービスを含む保健医療への障害のある人のアクセスの制限、および障害のある人に関する自由意思に基づくインフォームド・コンセントの要件を医療専門職が遵守していないとの報告があることを遺憾に思う。 [8: 		CRPD/C/CHN/CO/1およびCRPD/C/CHN/CO/1/Corr.1, para.38.] 

53.	条約第25条と持続可能な開発目標のターゲット3.7および3.8の関連性を考慮し、委員会は締約国に勧告する：
	(a)	障害のある女性および少女の性と生殖の健康に特に重点を置いて、締約国全体にわたり、障害のある人のための医療施設、サービスおよび設備へのアクセシビリティおよび利用可能性を確保する。また医療制度での一般的な治療に関して、すべての障害のある人がアクセスできる情報およびコミュニケーションを確保する；
	(b)	すべての医療専門職の研修カリキュラムに、障害への人権に基づくアプローチを組み込む。 
		労働と雇用（第27条）
54.	　委員会は、有害な固定観念を広げ、嘲笑を助長する不健全な労働条件の下で、遊園地「小人の王国」（Kingdom of the Little People）で小人を募集・雇用し、同等の価値の労働に対して低賃金を提供している慣行に懸念をもって留意する。一般的な技術・職業指導プログラム、職業紹介サービス、継続的な訓練への効果的なアクセスが小人にはないとの報告を受け、委員会はさらに、「小人の王国」が隔離された労働環境であるにもかかわらず、事実上、小人に開かれた唯一の現実的な労働機会となっていることを懸念する。これは、働く分野を自由に選択する権利と、公正で好ましい労働条件を得る権利の侵害である。
55.	委員会は、労働と雇用に対する障害のある人の権利に関する一般的意見第8号（2022年）を想起し、締約国に対し、分離された労働環境から脱却し、小人が新たなキャリアの機会をより多く利用できるようにするための次の措置をとるよう勧告する：
	(a)	小人のためのインクルーシブ教育、技術・職業指導プログラムへのアクセス、継続的な訓練、職業紹介サービスを推進する；
	(b)	公共部門で小人に雇用機会を提供する； 
	(c)	労働分野における小人の尊厳、能力、貢献を促進するため、広範かつ的を絞った啓発キャンペーンに資源を割り当てる。 
		政治的・公的生活への参加（第29条）
56.	委員会は、次のことについて提供されている情報の不足に懸念を抱いている：
	(a)	障害のある女性、精神障害のある人、知的障害のある人を含む障害のある人が、選挙および国民投票に関して、脅迫のない無記名投票による完全にアクセス可能な投票手続の保障を含め、投票および選挙手続に他の者と平等に参加すること；
	(b)	中国残疾人連合会（China Disabled Persons’ Federation）から独立して活動する障害者団体が、資金を利用し、サービスを提供し、関連する法律や政策について協議し、国際人権機関の活動に貢献する能力。 
57.	委員会は、締約国に勧告する：
	(a)	すべての障害のある人が投票し、選挙に立候補し、公職に就く権利を制限する法的または政策的条項を改正し、アファーマティブ・アクションの措置を含め、あらゆるレベルの政治生活および公的意思決定プロセスへの障害のある人の参加を促進する；
	(b)	2016年に発表された「社会団体管理制度の改革と社会団体の健全で秩序ある発展の促進に関する意見」に沿って、障害者団体が中国残疾人連合会から独立して活動することを支援し、障害のある人に影響を与えるすべての意思決定プロセスへの参加を奨励する。
	C.	特定の義務（第31～33条）
		統計とデータ収集（第31条）
[bookmark: _Hlk116026025]58.	委員会は、締約国における障害のある人の生活状況、受けている援助やサービスなどに関する統計データが、省や地域、民族ごとに分類されて提供されていないこと、また、このようなデータや統計が、条約を遵守するための政策の策定や実施に利用されていないことに懸念をもって留意する。
59.	委員会は、生活機能（functioning）に関するワシントン・グループの短い質問セットを想起し、締約国に対し、障害のある人の状況に関するデータを収集するシステムを開発し、データが年齢、性別、性的指向および性自認、居住地、社会経済的地位および民族性などのさまざまな要因によって分類されていることを確保するよう勧告する。これらのシステムは、生活のあらゆる分野をカバーすべきであり、障害のある人に対する暴力に関する情報を含むべきである。委員会はまた、締約国に対し、障害のある人に関する事項について、障害のある人と協力して参加型の研究プロジェクトを推進するよう勧告する。
		国内での実施と監視（第33条）
60.	委員会は懸念をもって留意する：
	(a)	政府のすべての部門とレベルにわたって条約を主流化する上での、国務院障害者作業委員会の効果に関する情報が不足している；
	(b)	条約の実施を監視するために任命された独立した機構が存在しないこと；
	(c)	条約の実施状況の監視において、障害のある人およびその団体が効果的に関与していないこと。
61.	委員会は、締約国に対し、独立した監視の枠組みおよび障害者権利委員会の活動へのその参加に関するガイドライン[footnoteRef:9]を考慮すること、および次のことを勧告する、： [9: 		CRPD/C/1/Rev.1、附属書。] 

	(a)	普遍的定期的審査の文脈で2018年に行われた約束に沿って、人権の保護と促進のための国内機関の地位に関する原則（パリ原則）に準拠し、人権を監視するための独立した仕組みを、関連する期限を定めて設置し、障害のある人の権利を監視するための特定のメカニズムをそこに含める；
	(b) 条約の実施を調整する責任を負う国務院障害者作業委員会を強化し、政府のすべての部門およびレベルにわたって障害のある人の権利を主流化するための連絡先の能力を構築し、条約の実施に関するその任務を強化する；
	(c)　COVID-19の流行期を含め、障害のある人およびその代表組織全体（中国残疾人連合会から独立して活動する組織を含む）が、条約の実施状況の監視に効果的に関与することを確保すること。
	IV.	中国・香港 
	A.	肯定的な側面
62.	委員会は、中国香港における法律および公共政策、ならびに条約に謳われている障害のある人の権利を促進し保護することを目的とした要綱（protocols）およびガイドラインの採択に感謝の意を表する。特に、以下の点に留意する：
	(a)	バリアフリー設計マニュアルを改正（2021年版）し、とりわけ、一般に利用される建築物の入口自動ドア、エレベーター内の緊急関連視覚伝達システム、バリアフリートイレ内の視覚・聴覚信号、一般に利用される建築物の正面玄関からエレベーターエリア、階段エリア、最も近いバリアフリートイレ、案内所またはサービスデスク、点字・触覚付き平面図までの点字案内板（tactile guide paths）の設置などを規定した；
	(b)	2020年3月に、聴覚障害のある人が居住する公共賃貸住宅に視覚火災報知設備を無償で設置する自主的な制度を創設した；
	(c）	2018年3月に「銀行業務のバリアフリー化に関する実践指針」、2020年12月に「知的障害のある人のための銀行業務ガイドライン」、2021年12月に「認知症の人のための銀行業務ガイドライン」を発行した；
	(d)	2018年1月、車いすで利用できる低床の公共マイクロバスの試行計画が開始された；
	(e)	2012年、ユニバーサル・アクセシビリティ計画に57.5億香港ドルが割り当てられた。
	B.	主な懸念事項と勧告
	1.	一般原則と義務（第1～4条）
[bookmark: _Hlk165760697]63.	前回の総括所見[footnoteRef:10]を想起し、委員会は、法律と政策において障害の概念が調和を欠いていることを懸念しており、2019年に関連する政策文書に改訂が加えられたにもかかわらず、障害者手当制度の資格基準が引き続き医学モデルのみに依存していることを懸念をもって指摘する。さらに委員会は、中国香港が様々な法律や政策において、「精神障害のある人」（mentally handicapped）、「精神異常者」（mentally disordered）、「精神無能力者」（mentally incapacitated）など、障害のある人を軽んじる言葉を使用していることを遺憾に思う。　 [10: 		CRPD/C/CHN/CO/1およびCRPD/C/CHN/CO/1.Corr.1] 

64.	委員会は、中国香港に対し、障害者手当制度における資格基準を人権モデルと整合させ、条約の趣旨と原則に沿い、すべての障害のある人を対象とする統一的な障害概念をすべての専門的・法的分野で採用するよう、改めて勧告する。委員会はさらに、中国香港に対し、すべての法律、公文書、公の言論から、障害のある人を蔑視するあらゆる言葉の使用を排除することを確保するよう勧告する。
	2.		具体的な権利（第5～30条）
		危険な状況および人道的緊急事態（第11条） 
65.	委員会は、災害リスク軽減計画や、危険な状況や人道的緊急事態において障害のある人を保護するための戦略の中に、障害のある人の具体的なニーズが含まれていないこと、また、COVID-19の流行とその影響に対処するための意思決定プロセスや復興期間中も含め、そのような計画や戦略の策定に障害のある人を参加させるための措置が不十分であることに懸念をもって留意する。
66.	委員会は、中国香港に対し、OHCHRが発行したCOVID-19と障害のある人の権利に関するガイダンスと、COVID-19に対する障害インクルーシブな対応に関する国連政策概要に導かれ、仙台防災枠組2015-2030と気候変動に関するパリ協定に沿い、障害のある人を代表する組織の積極的な参加を得て、以下のことを行うよう勧告する：
	(a)	障害のある人への緊急支援を優先的に提供し、代替的な通信手段や情報を通じた緊急情報や警報信号へのアクセスを含め、危険な状況や人道的緊急事態におけるすべての障害のある人の要求に対応する取り組みを強化する；
	(b)	COVID-19の対応と復興計画に障害を組み込み、障害のある人が施設にいるか自立して生活しているかにかかわらず、一般の医療システムへの平等なアクセスを確保し、社会的孤立の増大を含むパンデミックの影響から障害のある人を保護することに特に重点を置く；
	(c)	COVID-19の大流行とその影響に対処するための措置、および復興期にとられる措置を含め、障害のある人に影響を与えるすべての措置において、障害のある人の平等な参加を確保すること。
[bookmark: _Hlk166434593]		法の下の平等な承認（第12条）
67.	委員会は、精神保健条例に関連する規制や、障害のある成人の法的無能力の決定と後見人の割り当てにつながる可能性のある後見命令に関する規制について懸念している。この命令により、社会参加の権利、結婚して家族を形成する権利を含む法的能力を行使する権利が剥奪される。委員会は、障害のある女性、知的障害のある人、精神障害のある人が、代理意思決定制度によってとくに大きな影響を受けているという報告を特に懸念する。
68.	委員会は、委員会の一般的意見第1号（2014年）に従い、中国・香港に勧告する：
	(a)	代理による意思決定システムを、障害のある人の自律、意思、選好を尊重する支援つき意思決定システムに置き換える法律と政策を採択すること。そしてその法律と政策の起草に情報を提供するために障害のある女性の効果的な参加を確保する；
[bookmark: _Hlk166434618]	(b)	法的無能力の宣言による、または人の障害を理由とする、権利の制限をすべて撤廃することを視野に入れ、すべての法律を見直す；
	(c)	法執行機関および裁判所を含む当局に対し、障害のある人の法的能力の権利の要件に関する研修を提供する。
		拷問または残虐な、非人道的な、もしくは品位を傷つける取扱いもしくは刑罰からの自由（第15条）
69.	委員会は、障害のある人が公共デモ中に警察の残虐行為にさらされていたり、公共デモ後に恣意的な逮捕と拘留をされたり、および緊急医療の拒否を含む拘留中の不当な扱いを受けたという報告について懸念する。委員会は、公共デモへの参加に関連した障害のある人の権利の侵害について独立した調査を実施するための手続きに関する情報が不足していること、および効果的な保護措置と制裁措置がないことを懸念する。
70.	委員会は、中国・香港が、公共デモに参加した障害のある人に対する警察の蛮行の疑惑を調査する独立調査委員会を設置し、公共デモへの参加後に権利が侵害された障害のある人が、リハビリテーションを含む十分な支援と補償を受けられるようにすることを勧告する。
		自立した生活と地域社会への包摂（第19条）
71.	委員会は、パーソナルアシスタンスを含む障害のある人のためのコミュニティ支援サービス、および高レベルの支援を必要とする障害のある人に割り当てられた人的、技術的、財政的資源の不足を懸念する。
72.	委員会は、一般的意見第5号（2017年）および緊急時を含む脱施設化ガイドラインを想起し、中国・香港が、障害のある女性を含む障害のある人の団体と緊密に協議し、優先事項として、すべての障害のある人の施設入所を終了させ、施設から地域生活への移行を支援するための行動計画を、具体的な時間枠、人的、技術的、財政的資源、および実施と独立した監視のための明確な責任をもって策定することを勧告する。
		表現と意見の自由、情報へのアクセス（第21条）
73.	委員会は、障害のある人の権利に関するものも含め、人権擁護者および市民社会組織の人権擁護活動に対する報復および継続的な圧力の報告を深く憂慮する。委員会はさらに、人権擁護者を「外国の諜報員」として烙印を押し、彼らに対してテロや扇動の罪を着せるため、人権団体の海外資金へのアクセスを制限するため、そして障害のある女性の団体を含む人権団体の合法的な活動を制限し抑圧するために、「中華人民共和国香港特別行政区国家安全法保護法」が使用されていることに懸念をもって留意する。
74.	委員会は中国・香港に対し、以下のことを要請する：
	(a)「中華人民共和国香港特別行政区国家安全法保護法」を早急に廃止し、人権と国際法に適合するよう	独自に見直すこと；
	(b)	テロリズムや国家安全保障破壊の容疑で恣意的に自由を奪われた障害のある人権擁護者を釈放するために、迅速な行動をとること；
	(c)	障害者団体を含む人権団体が、安全な環境で活動し、不当な妨害なしに、外国または国際的な資金源から資金を求め、受け取り、利用できるための措置を採択する。
		健康（第25条）
75.	委員会は、心的外傷後ストレス障害、不安障害、うつ病を経験している障害のある人の数の増加、および障害のある人の自殺率の上昇が報告されていることを懸念する。委員会はさらに、このような状況に対処するための包括的で長期的なメンタルヘルス戦略が欠如していることを懸念をもって指摘する。
76.	委員会は、中国・香港が、中国・香港全域の地域に根ざしたおよび人権に基づく精神保健サービスと支援の確立を含む、複数年にわたる精神保健ケア計画の策定に十分な資金を割り当てることを勧告する。
	3.	特定の義務（第31～33条）
		国内での実施と監視（第33条）
77.　委員会は懸念をもって留意する： 
	(a)	条約の実施を監視する独立したメカニズムが存在しないこと；
	(b)	条約の実施状況の監視において、障害のある人およびその団体が効果的に関与していないこと。
78.	委員会は、中国・香港に対し、独立した監視の枠組みに関するガイドラインと障害者権利委員会の活動への参加を考慮し、次のことを勧告する：
	(a)	パリ原則を完全に遵守し、広範な権限を持つ人権監視のための独立したメカニズムを設立する；
	(b)	COVID-19の流行期を含め、障害のある人およびそのすべての代表団体が条約の実施状況の監視に効果的に関与できるようにする。
	V.	中国・マカオ
	A.	肯定的な側面
[bookmark: _Hlk165846458]79.	委員会は、中国・マカオが以下を採択したことを称賛する：
	(a)	リハビリテーション・プログラム10年計画（2016-2025年）；
	(b)	2018年法律第8号、障害者雇用に対する財政上の優遇措置に関する法律；
	(c)	2011年法律第9号、障害者補助金および無料医療サービスの制度に関する法律；
[bookmark: _Hlk165846743]	(d)	2018年に開始された障害者支援機器の購入支援の試行事業、および2021年に開始された障害者支援機器・特別家庭用機器購入の試行事業。
	B.	主な懸念事項と勧告
	1.	一般原則と義務（第1～4条）
80.	委員会は、中国・マカオでは、障害評価システムや、必要なサービスや支援措置を利用するための資格基準（自立して生活し「義務を果たす」能力の評価に基づいて運営される）など、障害の医学モデルが依然として普及していることを懸念をもって指摘する。
81.	委員会は、中国・マカオに対し、障害の医学モデルの要素を障害の人権モデルの原則に置き換えることによって、また、障害のある人に対する法的および環境的障壁の評価と、障害のある人の自立した生活とその完全な社会的包摂を促進するために必要な支援と援助の提供を目的としたシステムを確立することによって、障害評価システムを方向転換するよう求める。
	2.	具体的な権利（第5～30条）
		法の下の平等な承認（第12条）
82.	委員会は、「禁治産」（interdiction）および「無能」（inabilitation）[footnoteRef:11] の制度、および「禁治産」または「無能」と宣言された人に後見人を任命し、社会参加の権利、結婚して家族を形成する権利など、法的能力を行使する権利を剥奪する体制について懸念している。  [11: 	CRPD/C/CHN-MAC/RQ/2-3	参照。] 

83.	委員会は、中国・マカオに対し、委員会の一般的意見第1号（2014年）に従い、以下のことを要請する：
	(a)	代理意思決定システムを、障害のある人の自律、意思、選好を尊重する支援付き意思決定システムに置き換える法律と政策を採択する；
	(b)	法的無能力宣言の結果による、または障害を理由とする、権利の制限をすべて撤廃することを視野に入れ、すべての法律を見直す；
	(c)	法執行機関および裁判所を含む当局に、障害のある人の法的能力の権利の要件に関する研修を提供すること。
		個人をそのままの状態で保護すること（第17条） 
84.	委員会は、強制的な入院と医療介入に関する自由意思に基づくインフォームド・コンセントの法的例外について懸念している。
85.	委員会は、中国・マカオに対し、入院を含む医療介入に対するすべての障害のある人の自由意思に基づくインフォームド・コンセントの要件の法的例外を撤廃し、すべての障害のある人に関する自由意思に基づくインフォームド・コンセントの要件の遵守を確保するよう勧告する。
[bookmark: _Hlk166434668]		家庭と家族の尊重（第23条）
86.	委員会は、代理意思決定の下に置かれた障害のある人の婚姻と家族生活の権利を奪う民法の法的制限について懸念している。
[bookmark: _Hlk166434683]87.	委員会は、中国・マカオに対し、障害のある人の結婚と家族生活について、その機能障害を理由とするすべての法的制限を撤廃し、結婚、家族、親になることに関する権利を他の人と平等に保障するよう勧告する。
	3.	特定の義務（第31～33条）
		国内での実施と監視（第33条）
88.	委員会は懸念をもって留意する： 
	(a)	条約の実施を監視する独立したメカニズムが存在しないこと；
	(b)	条約の実施状況の監視において、障害のある人およびその団体が効果的に関与していないこと。
89.	委員会は、中国・マカオが独立した監視の枠組みおよび障害者権利委員会の活動へのその参加に関するガイドラインを考慮し、次のことを勧告する：
	(a)	パリ原則を完全に遵守し、広範な権限を持つ人権の監視のための独立したメカニズムを設立する；
	(b)	COVID-19の流行期を含め、障害のある人およびその代表団体が条約の実施状況の監視に効果的に関与できるようにする。
	VI.	フォローアップ
		情報の普及
[bookmark: _Hlk165849560]90.	委員会は、本総括所見に含まれるすべての勧告の重要性を強調する。とるべき緊急措置に関して、委員会は、パラグラフ20の障害の医学モデルから人権モデルへの転換、パラグラフ31の司法へのアクセス、パラグラフ41の自立した生活と地域社会への包摂に関する勧告に、締約国の注意を喚起したい。
91.	委員会は、締約国に対し、本総括所見に含まれる勧告を実施するよう要請する。委員会は、締約国に対し、政府および国会のメンバー、関係省庁の職員、地方自治体、教育、医療、司法、法律の専門職などの関連する専門職グループのメンバー、ならびにメディアに対し、最新の社会コミュニケーション戦略を用いて、検討および行動のために本総括所見を伝達するよう勧告する。 
92.	委員会は、締約国に対し、定期報告の作成に市民社会団体、特に障害者団体を参加させることを強く奨励する。 
93.	委員会は、締約国に対し、本総括所見を、非政府組織および障害者団体、障害のある本人およびその家族に、手話言語を含む国語および少数言語、わかりやすい版を含むアクセシブルな形式で、広く普及させ、人権に関する政府のウェブサイトで利用できるようにすることを要請する。
		次回定期報告
94.	委員会は、締約国に対し、2026年9月7日までに第4回および第5回を合わせた報告を提出し、その中に本総括所見における勧告の実施に関する情報を含めるよう要請する。委員会はまた、締約国に対し、委員会が締約国の報告のために設定された期日の少なくとも1年前に事前質問事項を準備する委員会の簡易報告手続きの下で上記の報告を提出することを検討するよう求める。この事前質問事項への締約国の回答は、締約国報告となる。

(翻訳：佐藤久夫、法政大学佐野ゼミ有志)
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